
STEP７ 効果・検証を図る“戦略の改善（PDCA サイクル）” 
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おわりに ～「稼ぐ観光」を実現していくために～ 
 STEP1～STEP６を通じて作り上げた事業は、新しい取り組みが生まれることもあれば、結果として

今までと大きく変わらない取り組みにまとまったかもしれません。いずれにしても大きく異なるのは、

これまでの確証のないエピソードベースの取り組みではなく、しっかりと根拠を持って、地域とのコン

センサスが取れたエビデンスベースの取り組みであるということです。 

 根拠に基づき検討することによって、“観光客に選ばれる可能性が高い取り組み”として、自信を持

って実行に移すことができるでしょう。 

 しかし、観光客は人であり、常に変化していく相手に対して事業を実施していく以上、必ず１回で成

功することはありません。トライ＆エラーを繰り返すことが必要です。STEP７で説明したとおり、

PDCA を忘れずに行うこと、その際にも根拠（データ）に基づき行うことが大切です。このサイクルの

循環によって、「稼ぐ観光」が実現します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  『稼ぐ観光』の実現

STEP２
地域の現状把握

STEP３
地域資源・コンテンツの

調査・評価

STEP６
事業の具体化・

策定

STEP４
地域の理想の姿の

構築

STEP５
基本的な戦略の

検討

STEP１ 場づくり

観光市場

STEP７
戦略の改善

（PDCAサイクル）

「稼ぐ観光」事業の実施

事業計画の策定

このサイクルの循環によって

観光地経営の視点

本
手
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 本手引書は、北海道経済部観光局の平成 30 年度事業「稼ぐ観光」具体化調査実践モデル事業にお

いて、室蘭市、名寄市、余市町、羽幌町をモデル地域とし取り組んだプロセスを取りまとめるととも

に、全４回の全道事業推進会議を通じ、専門的な知見や経験を有する有識者の皆様の議論の基、作成

しました。 

末筆ながら、この場をお借りして、ご協力をいただきました関係者のみなさまに感謝いたしますと

ともに、引き続き、本道観光の振興にご尽力、ご協力をお願い申し上げます。 

 

■「稼ぐ観光」具体化調査実践モデル事業 全道事業推進会議（懇談会） 

所属・役職 氏名（敬称略） 懇談会の役職 

北海道大学 観光学高等研究センター 特任教授 木村 宏 座長 

札幌国際大学 観光学部国際観光学科 教授 河本 光弘  

株式会社日本政策投資銀行 北海道支店 次長 坂本 成次  

office MATSUBARA 代表 松原 亮子  

 

第１回：平成 30 年 6 月 7 日 北海道庁本庁舎 11 階共用会議室 

第２回：平成 30 年 11 月 20 日 北海道庁本庁舎 ９階経済部会議室 

第３回：平成 3１年 １月 24 日 かでる２・７ 760 研修室 

第４回：平成 31 年 ３月 11 日 北海道庁赤レンガ庁舎 ２階１号会議室 

 

■「稼ぐ観光」具体化調査実践モデル事業 事務局 

所属・役職 氏名（敬称略） 

株式会社 JTB 北海道事業部 営業第五課 課長 斉野 英俊 

株式会社 JTB 北海道事業部 営業第三課 グループリーダー 田村 千裕 

株式会社 JTB 北海道事業部 営業第五課 グループリーダー 谷内 将一 

株式会社 JTB 北海道事業部 営業第五課 清野 亮太郎 

ランドブレイン株式会社 地域経営グループ チーム長補佐 齋藤 元嗣 

ランドブレイン株式会社 地域経営グループ 主任 岡部 将己 

ランドブレイン株式会社 地域経営グループ 技術員 村瀬 由伎 

ランドブレイン株式会社 仙台事務所 主任補 井芹 太郎 

北海道経済部観光局 参事 奥河 俊明 

北海道経済部観光局 観光企画グループ 主幹 伊藤 尊之 

北海道経済部観光局 観光企画グループ 主任 小林 涼太郎 
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観光で稼ぐ！ための手引書 観光消費の拡大と域内経済への波及をめざして 
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※資料編の各資料は、編集可能な電子データで提供しています。 

自由に改変していただき、ご活用ください。 
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資料編 
１ 来訪者を対象としたアンケート調査票 
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２ 地域資源・コンテンツの魅力の評価（ＶＲＩＯ分析シート） 

（カテゴリー） Ｖ（経済価値） Ｒ（希少性） Ｉ（模倣困難性） Ｏ（組織） 

コンテンツ１     

コンテンツ２     

コンテンツ３     

コンテンツ４     

コンテンツ５     

 

３ 「稼ぐ観光」を実現するための観光市場の分析（３Ｃ分析シート） 

Customer 

（市場・観光客） 

■マクロ分析 

＜政治面＞ 

 

＜経済面＞ 

 

＜社会面＞ 

 

＜技術面＞ 

 

■ミクロ分析 

 

■顧客分析 

 

Competitor 

（競合地域） 

■近隣地域 ■類似したテーマ 

Company 

（自地域） 

■観光客の実態 

＜統計データ＞ 

 

＜来訪者アンケート調査＞ 

■地域資源・商品・サービス   
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４ 「稼ぐ観光」を実現するための観光市場の分析（SWOT分析） 

 プラス要素 マイナス要素 

内部 

環境 

●Strength（強み） 

 

●Weakness（弱み） 

 

外部 

環境 

●Opportunity（機会） 

 

●Threat（脅威） 

 

 

５ 差別化戦略に向けた検討（セグメンテーション） 

セグメント 対象 傾向 

 
北海道 

 

 

（自地域） 
 

 

 
北海道 

 

 

（自地域） 
 

 

 
北海道 

 

 

（自地域） 
 

 

 北海道  

 

（自地域）  
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６ 差別化戦略に向けた検討（ポジショニング） 

  

  

   

（    ） （    ） 

（    ） 

（    ） 
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７ 事業計画書 

事業名  

説明  

目的  

ペルソナ  

Product  Customer 

Value 

 

Price  Cost  

Place  Convenience  

Promotion  Communi-

cation 

 

実施体制  

KPI  

財源    
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８ 国・北海道の支援制度 

※本手引書作成時の内容です。最新情報は各連絡先へお問い合わせください。 

【国の支援制度（建制順）】 

事業名 地域再生制度 

支援金額（上限） 地方公共団体又は地方公共団体の組合 

地域再生計画に記載し、認定を受けることにより活用することが可能となる法律上

の特別の措置及び各所管省庁が地域再生計画と連動して実施する施策は、地域再生

基本方針別表のとおり。 

（詳細はこちら https://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/tiikisaisei/kettei.html） 

【観光地域づくりに資する施策】 

○地方創生推進交付金（内閣府） 

○地方創生応援税制（企業版ふるさと納税）（内閣府） 

○地域再生エリアマネジメント負担金制度（内閣府） 

○商店街活性化促進事業に係る手続・資金調達の特例等（内閣府） 

○農山漁村振興交付金（農林水産省） 等 

支援内容 地方公共団体が行う自主的な取組による地域経済の活性化、地域における雇用機会

の創出その他の地域の活力の再生を総合的かつ効果的に推進するため、地域再生法

に基づき地方公共団体が作成する地域再生計画の認定等を行う。 

要件等 地域再生計画の認定基準（地域再生法第 5 条第 15 項） 

一 地域再生基本方針に適合するものであること。 

二 当該地域再生計画の実施が当該地域における地域再生の実現に相当程度寄与す

るものであることが認められること 

三 円滑かつ確実に実施されると見込まれるものであること 

○毎年度 5 月、9 月、1 月頃 地方公共団体から地域再生計画の認定申請受付 

○毎年度 7 月、11 月、3 月頃 内閣総理大臣が地域再生計画を認定 

連絡先 内閣府地方創生推進事務局地域再生担当  

ＴＥＬ：03-5510-2474   ＦＡＸ：03-3591-1974   
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事業名 地方創生推進交付金 

支援金額（上限） ○地域再生法第 5 条 4 項 1 号に基づく地域再生計画に記載されている事項に対し

て、国から、地方創生推進交付金（補助率：1/2）を交付。 

※１ 対象事業の中に各府省庁が所管する他の予算制度がある場合には、その制度

の活用が優先されるため、本交付金の支援対象外。 

※２ 本交付金の対象事業であっても、事業に係る地方公共団体職員の人件費、特

定の個人や個別企業に対する給付経費及びそれに類するもの及び施設や設備の整

備、備品購入自体を主目的とするもの、貸付金又は保証金、基金積立金は支援対象

外。 

○地方創生推進交付金の交付対象事業の採択に当たっては、①自立性、②官民協働、

③地域間連携、④ 政策間連携、⑤事業推進主体の形成、⑥地方創生人材の確保・

育成、⑦国の総合戦略における５原則（将来性、地域性又は直接性）の視点から、

事業の先駆性を審査。 

○上記の①～⑦のうち、特に重要な①～④が申請要件となっており、①～④まで全

て満たす場合には先駆タイプ（都道府県：最大３億円（国費）、市区町村：最大２

億円（国費））で申請することができ、①と②～④で２つ以上該当する場合には、

横展開タイプ（都道府県：最大 1 億円（国費）、市区町村：最大 0.7 億円（国費））

での申請が可能。 

支援内容 地方創生の推進を目的として、地方版総合戦略に基づき、地方公共団体が自主的・

主体的に行う先導的な事業のうち、地域再生計画に記載された、複数年度にわたる

事業について、国から交付金を直接交付することにより、安定的かつ継続的に支援

する。 

要件等 地方創生の推進を目的として、地方公共団体において、それぞれの地方版総合戦略

に位置づけられた事業であり、具体的には以下のような分野を想定： 

（１）しごと創生：ローカルイノベーション、ローカルブランディング（日本版

DMO、地域商社）、ローカルサービス生産性向上 等 

（２）地方への人の流れ：移住促進、生涯活躍のまち、地方創生人材の確保・育成 等 

（３）働き方改革：若者雇用対策、ワークライフバランスの実現 等 

（４）まちづくり：コンパクトシティ、小さな拠点、まちの賑わいの創出、連携中

枢都市、商店街活性化 等 

連絡先 内閣府地方創生推進事務局地方創生推進交付金担当 

ＴＥＬ： ０３－３５８１－４２１３ 

 

事業名 文化芸術創造拠点形成事業 

支援金額（上限） 地方公共団体 

○文化芸術による地域経済活性化に資する取組 補助金上限額：１億円（補助率１／２） 

○地域の文化芸術の振興に資する取組 補助金上限額：３千万円（補助率１／２） 

○地域の文化施策推進体制を構築する取組 補助金上限額：２千万円（補助率１／２） 

支援内容 地方公共団体の文化事業の企画・実施能力を全国規模で向上させるととともに、地

方公共団体が主体となって取り組む文化芸術事業を支援する。 

要件等 地方公共団体が主体となり、地域住民や地域の芸・産学官とともに実施する、地域

の文化芸術資源を活用した取組や、地方公共団体等による文化事業の企画・実施体

制を構築・強化する取組 

連絡先 文化庁地域文化創生本部 暮らしの文化・アートグループ 

電話：075-330-6730（直通）  ＦＡＸ：075-561-3511   
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事業名 文化財を活かした観光戦略推進プラン 

支援金額（上限） 詳細は各事業を確認のこと。 

支援内容 明日の日本を支える観光ビジョンを踏まえて文化庁が策定した「文化財活用・理解

促進戦略プログラム 2020」を推進するための 10 事業を実施。 

要件等 １．社会情勢に対応した文化財保護への機動的対応（新規） 

文化財を核とする観光拠点の整備の加速や新たな修理手法の獲得等、文化財に係

る社会情勢の変化等による喫緊の課題の解決に資する事業を支援。 

２．地域の美術館・博物館を中核とした文化クラスター形成事業 

博物館を中核とした文化クラスター（文化集積地区）を形成し、地域の歴史、芸

術、自然科学等の資源と創造的活動を結びつけ、新たな付加価値を生み出す事業

を支援。 

３．観光拠点形成重点支援事業 

文化財保存活用計画等に基づき実施される古民家を含む文化遺産を活用した観

光拠点整備事業や、他の地域におけるモデルとなるような優良な取組を重点的に

支援。 

４．日本遺産魅力発信推進事業 

我が国の文化・伝統を語るストーリーを「日本遺産」として認定するとともに、

認定地域の文化財群を総合的に整備・活用し、国内外に戦略的に発信する取組を

支援。  

５．文化遺産総合活用推進事業 

地域の文化遺産を活用した特色ある取組や、文化財保存活用地域計画等の策定、

世界文化遺産及びユネスコ無形文化遺産の活性化を図るための取組を支援。 

６．日本の美再発見！文化財美術工芸品魅力開花推進事業 

国宝・重要文化財（美術工芸品）の外観を健全で美しい状態に回復し、観光資源

としての魅力を向上させる事業（美装化）を支援。 

７．美しい日本探訪のための文化財建造物魅力向上促進事業 

重要文化財（建造物）及び登録有形文化財（建造物）の外観、内装（公開部分）

を美しく保ち、観光資源としての魅力を向上させる事業（美装化）を支援。 

８．地域活性化のための特色ある文化財調査・活用事業 

まとまって一箇所に伝存する絵画、彫刻、工芸品、古文書等を歴史資料群として

価値づけを行い、保存・活用（地元博物館での企画展示やＷＥＢによる公開等）

に供する。 

９．歴史活き活き！史跡等総合活用整備事業 

解説板、案内板等の作成、ガイダンス施設の設置等の来訪者目線での修復・復元

や、観光客の利便性を高め長時間滞在を可能とする施設・設備の整備を支援。 

 

１０．地域の特色ある埋蔵文化財活用事業 

出土した埋蔵文化財の積極的・総合的な公開活用のための展示、講演会等の事業

や、調査・整理・公開拠点となる施設の設備整備等について支援。 

連絡先 文化庁文化資源活用課 TEL：03－5253-4111（内線 2871）   



資料編 

91 

事業名 博物館ネットワークによる未来へのレガシー継承・発信事業 

支援金額（上限） 対象事業（１）委託事業を実施 

支援内容 2019 年 ICOM 京都大会や 2020 年東京オリンピック・パラリンピック競技大会

に向けて、博物館による日本の魅力発信と地域活性化を図る観点から、複数の博物

館により構成される博物館コンソーシアムによる共同展示や共同研修、多言語によ

る情報発信等の取組を促進する。 

要件等 （１）博物館コンソーシアムによる魅力発信、地域活性化 

複数の博物館が連携し、個々の博物館では成し得ない以下のような取組を実施する

ことにより、博物館による魅力発信と地域活性化を図る。 

① 共同展示、共同研修 

② 多言語による情報発信 

③ その他、地域活性化等に資する博物館の機能強化の取組（開館時間の延長、ユ

ニークベニュー、アウトリーチ等） 

連絡先 文化庁 企画調整課 

ＴＥＬ： ０３－６７３４－４７７２  FAX： ０３－６７３４－３８２３ 

 

事業名 国際文化芸術発信拠点形成事業 

支援金額（上限） 地方公共団体、民間企業を含む実行委員会等 

○補助金予定額：総額１８億円   ○支援期間：最大５年間の継続支援 

支援内容 地域の文化芸術の力を活用した国際発信力のある拠点の形成により、2020 東京大

会とその後を見据えた効果的な対外発信を行い、訪日外国人（インバウンド）の増

加、活力ある豊かな地域社会の実現に資する。 

要件等 日本全国で開催されている芸術祭や地方の行事をコアとした文化芸術事業を充実・

発展させ、他分野との有機的な連携を図ることで継続的に世界にアピールできる我

が国を代表する国際文化芸術発信拠点を形成する取組 

連絡先 文化庁文化部芸術文化課文化活動振興室 電話：03-5253-4111（内線 2836） 

 

事業名 食によるインバウンド対応推進事業 

支援金額（上限） 民間団体等  補助率：定額 

支援内容 拡大するインバウンド需要を農山漁村に取り込み、その地域での食体験を通じて、

日本の農山漁村に愛着と親しみを持ってもらうことが農林水産物・食品の輸出拡大

のために重要。このため、地域の「食」の魅力を磨き上げ、農山漁村の食・食文化

を一体的なブランドとして海外へ発信する取組を支援。 

要件等 地域の食・食文化の海外におけるブランド力を強化するため、その地域における農

林水産物・食品や食文化、景観等の魅力を発掘し、地域特有のストーリーとともに

分かりやすく海外に発信する取組を支援 

連絡先 農林水産省 食文化・市場開拓課 食料産業局 03－6744－2012 

   



 

92 

事業名 農山漁村振興交付金 

支援金額（上限） 都道府県、市町村、地域協議会、農林漁業者の組織する団体等 

（１）農山漁村普及啓発対策 

①地域活性化対策 

交付率：定額 

実施期間：上限２年等 

②都市農業機能発揮対策 

交付率：定額 

実施期間：上限２年等 

③スマート定住条件強化緊急対策 

交付率：定額 

実施期間：上限２年等 

（２）農山漁村交流対策 

①農泊推進対策 

交付率：定額、1/2 等 

実施期間：上限２年等 

②農福連携対策 

交付率：定額、1/2 等 

実施期間：上限１年等 

 

（３）農山漁村定住促進対策 

①山村活性化対策 

交付率：定額 

実施期間：上限３年等 

②農山漁村活性化整備対策 

交付率：定額、1/2 等 

実施期間：上限５年等 

 

支援内容 地域の創意工夫による活動の計画づくりから農業者等を含む地域住民の就業の場

の確保、農山漁村における所得の向上や雇用の増大に結びつける取組を総合的に支

援し、農山漁村の活性化を推進する。 

要件等 （１）農山漁村普及啓発対策 

➀地域活性化対策 

農山漁村が持つ豊かな自然や「食」を活用した地域の活動計画づくりや実践活動、

及び優良事例や農業遺産のＰＲ活動等を支援 

➁都市農業機能発揮対策 

農業体験や交流の場の提供など、都市農業の多様な機能を発揮する取組等を支援 

➂スマート定住条件強化緊急対策 

農業の発展の素地がある一方で、定住条件が不十分な地域において、ＩＣＴを最

大限活用したモデル構想の策定や試行となる取組を支援 

（２）農山漁村交流対策 

➀農泊推進対策 

「農泊」をビジネスとして実施できる体制の整備、観光コンテンツの磨き上げや

滞在施設の整備等を一体的に支援 

➁農福連携対策 

福祉農園等の整備による障害者や生活困窮者等の受入、農業経営体の障害者受入

をサポートする人材育成等の取組を支援 

（３）農山漁村定住促進対策 

➀山村活性化対策 

地場の農林水産物等の山村の特色ある地域資源の潜在力を活用するため、地域資

源の商品化や販売促進等の取組を支援 

➁農山漁村活性化整備対策 

市町村等が作成する活性化計画に基づき、農山漁村における定住、所得の向上や

雇用の増大を図るために必要な生産施設等の整備を支援 

連絡先 農山漁村普及啓発対策に関すること 

農林水産省農村振興局農村計画課 TEL：０３－６７４４－２２０３ 

農山漁村交流対策に関すること 

農林水産省農村振興局都市農村交流課 TEL：０３－３５０２－５９４６ 

農山漁村定住促進対策に関すること 

農林水産省農村振興局地域整備課 TEL：０３－３５０１－０８１４   
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事業名 地域まちなか活性化・魅力創出支援事業 

支援金額（上限） （１）中心市街地活性化支援 

認定中心市街地活性化基本計画に記載された事業を行う民間事業者 等 

補助率：2/3、1/2 以内 

（２）商店街魅力創出支援 

商店街組織、商店街組織と民間事業者の連携体  補助率：2/3、1/2 以内 

支援内容 中心市街地・商店街を活性化するために行う、意欲ある地域における波及効果の高

い複合商業施設等の整備や、商店街における先進的なチャレンジや商店街が地域で

必要とされる機能の強化を支援する。 

要件等 （１）中心市街地活性化支援 

中心市街地を活性化するために行う、意欲ある地域における波及効果の高い複合

商業施設等の整備 

（２）商店街魅力創出支援 

商店街組織等が取り組む、地域への波及効果の高い、空き店舗対策や起業支援等、

当該エリアの活性化・魅力創出に資する取組や全国のモデルとなるような先鋭的

なプロジェクト等 

連絡先 （１）中心市街地活性化支援 

経済産業省 地域経済産業グループ 中心市街地活性化室 ０３－３５０１－３７５４ 

（２）商店街魅力創出支援 

経済産業省 中小企業庁 商業課 ０３－３５０１－１９２９ 

 

事業名 国内・海外販路開拓強化支援事業 

支援金額（上限） 民間団体等 

補助：原則、補助率 1/2、上限額 500 万支援事業者の場合、上限 1,000 万 

４者連携の場合、1 回目 2/3、上限 2,000 万 

機械化・IT 化の場合、1 回目 2/3、上限 1 回目 1,000 万 

支援内容 中小企業・小規模事業者が行う地域資源を活用した新商品・新サービスの開発等の

支援に加え、製造事業者と連携した販路開拓を行う小売事業者等への支援のほか、

地域産品の強みを活かし、ブランドコンセプトの確立に向けた戦略の策定や海外販

路開拓に向けた海外展示会出展等のプロジェクトを支援。 

要件等 （１）地域産業資源活用・農商工等連携事業 

①中小企業・小規模事業者が、地域資源の活用や農林漁業者との連携により行う、

商品・サービスの開発や販路開拓の費用を補助。 

➁一般社団法人等が中小企業の地域資源活用を支援するために行う消費者嗜好に

関する情報提供などの取組を支援。 

連絡先 経済産業省 中小企業庁 創業・新事業促進課 03-3501-1767   
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事業名 訪日外国人旅行者受入環境整備緊急対策事業 

支援金額（上限） （1） 交通サービスインバウンド対応等支援事業 

交通事業者、地域における協議会、地方公共団体等 

定額、１／２、２／５、１／３、１／４（交通サービス調査事業において

は上限 1,000 万円） 

（2） 宿泊施設のストレスフリー環境整備事業 

基本的ストレスフリー環境整備：複数の宿泊事業者その他関係する事業者

等により構成された団体及びその構成員である宿泊事業者 

バリアフリー環境整備 ：宿泊事業者 

基本的ストレスフリー環境整備：１／３ 

（補助金の合計額は宿泊事業者等団体又は構成員宿泊事業者の数に 100

万円を乗じた額を上限とする。また宿泊事業者等団体又は一の構成員宿泊

事業者に対する補助金の額は 100 万円を上限とする。） 

バリアフリー環境整備：定額（上限 100 万円）、１／２（上限 500 万円） 

支援内容 訪日外国人旅行者数 4,000 万人等の実現に向けて、ストレスフリーで快適な受入

環境整備を図るため、全国共通ＩＣカー ドの導入等の観光地までの移動円滑化や

無料 Wi-Fi の整備等の滞在時の快適性の向上等の取組について、地域の実情に応じ

て支援する。 

要件等 (1)交通サービスインバウンド対応等支援事業 

·ストレスフリーな交通利用環境の利便性向上等を実現するため、全国 IC カード

の導入や交通施設や車両等の洋式トイレ 

·多機能トイレの整備、鉄道駅・バスターミナル等における移動円滑化のインバウ

ンド対応事業に要する経費の一部に ついて支援。 

 

(2)宿泊施設のストレスフリー環境整備事業 

·旅館・ホテル等の宿泊施設において、訪日外国人旅行者にとって利用しやすい宿

泊環境の整備を促進するため、宿 泊事業者が実施する無料公衆無線 LAN 環境

整備や決済端末整備等の基本的ストレスフリー環境整備、及びトイレのバリアフ

リー化や出入口の改修等のバリアフリー環境整備に要する経費の一部について

支援。 

連絡先 (1)国土交通省 総合政策局 公共交通政策部 交通支援課 TEL：03-5253-8396 

(2)国土交通省 観光庁 観光産業課 TEL：03-5253-8330   
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事業名 エコツーリズムを通じた地域の魅力向上事業 

支援金額（上限） 交付対象経費の 1/2 を助成 

（１地域あたりの交付金額は最大で 500 万円（H30 年度実績）） 

支援内容 国立公園等において、自然観光資源を活用した地域活性化を推進するため、エコツ

ーリズム推進法に基づく全体構想を作成し、原則として 3 年以内に認定申請を行

う方針を有する地域協議会に対して、魅力あるプログラムの開発、ガイド等の人材

育成などの地域のエコツーリズムの活動を支援する。 

要件等 エコツーリズム地域活性化支援事業（交付金） 

・エコツーリズムを推進する活動で以下に掲げる事業等を支援。 

・エコツーリズム推進全体構想の作成 

・エコツーリズムの推進体制の整備、強化 

・資源調査 

・エコツアーのプログラムづくり 

・ガイド等の人材育成 等 

連絡先 環境省 自然環境局国立公園課国立公園利用推進室 

TEL：03-5521-8271   FAX：03-3595-1716   
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【北海道の支援制度】 

①経済部観光局 

事業名 地域の魅力を活かした観光地づくり推進事業 

支援金額（上限） １事業につき 400 万円 

（対象経費の 1/2 以内） 

支援内容 地域の受入体制の整備や満足度の高い観光地づくりを推進し、交流人口や観光消費

の拡大に繋げ、地域経済の活性化を図る取組に対し事業費を支援する。 

要件等 地域の観光資源の掘り起こし、磨き上げによる観光地づくりの推進、地域の自然・

文化・歴史などを生かした観光メニューの充実、観光事業者に留まらない業種を超

えた幅広い事業者の参画促進を行う事業。 

広域的な観光地づくりのための連携体制の構築を行う観光事業者（実行委員会、協

議会等含む）が行うマーケティング、メニュー開発、人材の育成、利便性の向上、

需要の喚起、案内機能等（内容や支給金額は、審査による） 

連絡先 （公社）北海道観光振興機構 

TEL：011-231-0941 

 

事業名 地域の魅力を活かした観光地づくり推進事業(H31) 

支援金額（上限） １事業につき 200 万円 

（対象経費の 1/2 以内） 

支援内容 地域の受入体制の整備や満足度の高い観光地づくりを推進し、交流人口や観光消費

の拡大に繋げ、地域経済の活性化を図る取組に対し事業費を支援する。 

要件等 地域の観光資源の掘り起こし、磨き上げによる観光地づくりの推進、地域の自然・

文化・歴史などを生かした観光メニューの充実、観光事業者に留まらない業種を超

えた幅広い事業者の参画促進を行う事業提案。 

単独市町村エリア内の観光事業者（実行委員会、協議会等含む）が行うマーケティ

ング、メニュー開発、人材の育成、利便性の向上、需要の喚起、案内機能等の取組

（内容や支給金額は、審査による） 

連絡先 （公社）北海道観光振興機構 

TEL：011-231-0941 

 

②経済部食関連産業室 

事業名 北海道どさんこプラザ（テスト販売） 

支援金額（上限） － 

支援内容 新商品を３ヶ月間「北海道どさんこプラザ（有楽町店、札幌店、名古屋店）」で販売

し、マーケティング活動を支援する。 

事業主体 道内に事務所又は事業所を有する公益的な団体、企業及び個人のうち、道産品の生

産・製造・加工を行っている方（申込商品の一括表示において「製造者」または「加

工者」）、もしくは、自ら企画・考案した道産品の販売を行っている方（申込商品の

一括表示において「販売者」）、その他道が認めた方。 

要件等 ・札幌店～市内で発売後１年以内の加工食品または工芸品 

・有楽町店～道外で発売後１年以内の加工食品または工芸品 

・名古屋店～有楽町店と同時に申し込む（加工食品のみ） 

連絡先 各（総合）振興局商工労働観光課、商工会議所、商工会 

http://www.pref.hokkaido.lg.jp/kz/sss/marke/dosanko/test.htm 

  ※その他、マーケティングサポート催事、マーケティングアドバイザー制度有   
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（以下、市町村補助金ハンドブック（平成３０年１２月）より抜粋しています。平成３１年度以降の

最新情報は各連絡先までお問合せください。） 

 

③総合政策部 

事業名 地域づくり総合交付金・地域づくり推進事業 

（一般事業・ソフト系）（抜粋） 

支援金額（上限） １事業につき 

市町村：500 万円 

 広域連合、複数市町村で構成する協議会等：1,000 万円 

（対象経費の 1/2 以内） 

支援内容 地域の創意と主体性に基づく地域の特性や優位性を生かした取組の促進を図るた

め、市町村等が地域課題の解決や地域活性化を目的として取り組む各種事業に要す

る経費について支援。 

対象事業 

事業主体 

市町村、一部事務組合､広域連合､複数市町村で構成する協議会等、振興局長が認め

る団体が実施するソフト系事業 

教育文化振興事業、スポーツ振興事業、観光レクリエーション振興事業等 

（詳細は、各（総合）振興局地域創生部地域政策課が定める要綱などを参照） 

連絡先 総合政策部地域振興局地域政策課、各（総合）振興局地域創生部地域政策課 

 

事業名 公共スポーツ施設等活性化助成事業 

支援金額（上限） 300 万円 

支援内容 公共スポーツ施設などの有効利活用を促進するため、その管理運営に創意工夫を凝

らして市町村が実施する事業に対し支援。 

対象事業 

要件等 

１ システム整備事業 

 助成対象施設の有効利活用を促進するために実施される効果的・効率的な利用シ

ステムの新規設備又はシステムの抜本的見直しを行う事業 

２ ソフト事業 

 地域スポーツ活動を推進するため、又は健康増進に資するソフト事業 

事業主体 市町村、広域連合、一部事務組合、地方自治法により設置された協議会 

連絡先 総合政策部地域振興局地域政策課 

 

事業名 地域イベント助成事業 

支援金額（上限） 100 万円 

支援内容 コミュニティが主体となって行い、創意と工夫に富み、地域の活性化に貢献するイ

ベント経費（市町村が助成する経費）に対し支援。 

事業主体 市町村 

連絡先 総合政策部地域振興局地域政策課、各（総合）振興局地域創生部地域政策課   
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事業名 離島活性化交付金（抜粋） 

支援金額（上限） 事業費の 1/2 以内 

（事業実施主体が民間団体の場合の交付率は 1/3 以内） 

支援内容 （抜粋） 

(2)交流促進事業 

 島の特性を活かし、経済的、文化的諸活動を通じて、離島と他地域との交流を図

るために必要となる、次のアからウまでの事業に対し支援。 

ア 地域情報の発信（パンフレット作成、ＷＥＢの作成運用、ＰＲ活動等） 

イ 交流拡大のための仕掛けづくり（インストラクター、世話人等の確保のための

システムの構築及び同人材の育成のための研修、交流の場を提供するために必

要となるプログラムの作成、先進事例調査、観光地域づくり推進主体の立上げ、

施設整備（衛生環境の改善のためのトイレの改修等（洋式化、バリアフリー化。

新設は支援対象外）に限る）等） 

ウ 交流の実施（離島留学、体験学習事業、伝統芸能・伝統工芸体験事業、離島体

験ツアー、農林水産業体験事業等） 

事業主体 離島振興法第２条の規定に基づき指定された離島振興対策実施地域 

連絡先 総合政策部地域振興局地域政策課、各（総合）振興局地域創生部地域政策課 

 

事業名 海外販路開拓支援事業 

支援金額（上限） 海外事業 500 万円 

国内事業 300 万円 

（対象経費の 1/2 以内（ただし、事業実施主体が負担金等を徴する場合は、総額

から負担金等を控除した額以内）） 

支援内容 助成対象団体が実施する事業のうち、事業実施により将来的に経済効果が見込ま

れ、他の地方公共団体の取組の参考となることが見込まれる事業で、要件を全て満

たすものに対し支援する。 

応募要件 ・地方公共団体の地元産品等の海外における販売促進のために実施する事業 

・原則として新規事業とし、継続事業であっても特色が示せる事業 

・資金供与だけの事業ではないこと 

・国又はこれに準ずる機関からの助成を受けていない事業であること 

支給要件 

事業主体 都道府県、市区町村 

連絡先 総合政策部国際局国際課 

 

事業名 インバウンド支援事業 

支援金額（上限） 海外事業 500 万円 

国内事業 300 万円 

（対象経費の 1/2 以内） 

支援内容 助成対象団体が実施する事業のうち、事業実施により経済効果が見込まれ、他の地

方公共団体の取組の参考となることが見込まれる事業で、要件のいずれにも該当す

るものに対し支援する。 

応募要件 ・当該地方公共団体への海外観光客の誘致促進のために実施する事業 

・原則として新規事業とし、継続事業であっても特色が示せる事業 

・資金供与だけの事業ではないこと 

・国又はこれに準ずる機関からの助成を受けていない事業であること 

支給要件 

事業主体 都道府県、市区町村 

連絡先 総合政策部国際局国際課 
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事業名 国際交流支援事業 

支援金額（上限） 海外事業 500 万円 

国内事業 300 万円 

（対象経費の 1/2 以内） 

支援内容 助成対象団体が新規に実施する国際交流事業のうち、交流の拡大や発展が見込ま

れ、地域住民等の幅広い参画が見込まれる事業で要件のいずれかに該当するものに

対し支援する。 

応募要件 ①姉妹提携又は友好提携に関する記念事業 

②文化、芸術又は研究に関する交流事業 

③青少年交流に関する事業 

④国際会議に関する事業 

⑤その他地域の特色を活かした交流事業 

ただし、次のいずれかに該当する事業は助成の対象としない。 

・単なる資金供与だけの事業 

・国、地方公共団体及びこれらに準ずる機関からの助成を受けている事業 

・その他協会の助成事業としてふさわしくないと協会が認める事業 

支給要件 

事業主体 都道府県、市区町村、地域国際化協会 

連絡先 総合政策部国際局国際課   
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④農政部 

事業名 食料産業・６次産業化交付金（加工・直売の推進支援事業） 

支援金額（上限） 1/3 以内ただし市町村戦略に基づいて行われる取組にあっては 1/2 以内 

対象事業 (1)加工適正のある作物導入に要する経費 

(2)新商品開発・販路開拓の実施に要する経費 

(3)直売所の売上げ向上に向けた多様な取組に要する経費等 

(4)施設求職における地場産農林水産物等の利用拡大に要する経費 

(5)地場産農林水産物等を利用した介護食品の開発に要する経費 

事業主体 市町村、６次産業化・地産地消推進協議会のうち市町村が組織するもの又は市町村

協議会の構成員 

連絡先 農政部食の安全推進局食品政策課 

 

事業名 新北海道らしい食育推進事業 

支援金額（上限） 1/2 以内 

支援内容 国の第３次食育推進基本計画及び北海道食育推進計画に定められた目標のうち、食

文化の承継等の目標達成に向け、地域の関係者が連携して取り組む食育活動に対し

て支援 

要件等 (1)食育推進検討会の開催 

(2)課題解決に向けたシンポジウム等の開催 

(3)食育推進リーダーの育成及び活動の促進 

(4)食文化の保護・承継のための取組支援 

(5)農林漁業体験の機会の提供 

(6)和食給食の普及 

(7)共食の場いおける食育活動 

(8)食品ロスの削減に向けた取組 

事業主体 市町村、民間団体等 

連絡先 農政部食の安全推進局食品政策課 

 

事業名 農山漁村振興交付金（抜粋） 

支援金額（上限） 1/3、1/2、5.5/10、定額 

支援内容 農山漁村の活性化のための定住等及び地域間交流の促進に関する法律第５条第２

項第１号の活性化計画の区域における定住等の促進に資するため、基幹産業である

農林漁業の振興を図ることが必要であり、かつその振興に寄与すると認められる取

組に対し支援 

要件等 以下のいずれかに該当する施設等であること 

(1)農林漁業体験等により児童を農山漁村へ受入れるために必要な施設等 

(2)農林水産物の高付加価値化や生産者の販売力強化等に必要な施設等 

(3)農山漁村に定住する契機となるために必要な施設等 

(4)地域の食と農の魅力を活かした体験等の受入体制構築に必要な施設等 

(5)障害者などの就農支援に必要な施設等 

(6)振興山村の地域資源を活用した商品開発等の付加価値向上、域内消費、販売促

進等の取組に必要な施設等 

(7)農山漁村における雇用の増大を図るために必要な施設等 

対象事業 ３ 地域間交流拠点の整備 

(1)地域資源活用総合交流促進施設 

(2)農林漁業・農山漁村体験施設 

(3)自然環境等活用交流学習施設 

事業主体 都道府県、市町村、土地改良区、農業協同組合、森林組合、ＮＰＯ法人、地域協議

会、地域再生推進法人、農林漁業者等の組織する団体等 

連絡先 農政部農村振興局農村設計課   
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⑤北海道市町村振興協会 

事業名 いきいきふるさと推進事業助成金 

支援金額（上限） 小規模事業 100 万円（200 万円） 

広域事業 300 万円（500 万円） 

※（）は理事長が特に認める場合 

支援内容 市町村における地域の課題に対応し、地域の活性化を図るための特色ある事業を積

極的に支援するため、助成金を交付する。 

対象事業 (1)観光及び地場産業の振興 

(2)高度情報化の推進 

(3)少子・高齢化等対策の推進 

(4)人材の育成・活用 

(5)国際交流の推進 

(6)地域間交流の推進 

(7)地域文化の創造 

(8)地域資源の活用 

(9)環境保全対策の推進 

(10)防災・減災対策の推進 

事業主体 市町村 

連絡先 北海道市町村振興協会 

 

事業名 市町村職員自主調査研究グループ助成金 

支援金額（上限） 25 万円 

支援内容 地域課題の解決方策を調査研究するため、市町村職員が中心となって自主的に結成

したグループの当該調査研究に要する経費について助成金を交付する。 

要件等 単独又は複数の市町村職員等３名以上で構成 等 

連絡先 北海道市町村振興協会 

 

事業名 地域づくりセミナー開催支援金 

支援金額（上限） 30 万円 

支援内容 市町村が地域の活性化等を図るため地域住民等を対象に開催するセミナーを支援

するため、セミナー開催に要する経費に対し支援金を交付する。 

対象事業 地域住民が参加し、基調講演等のほか、グループ討議やワークショップ等による意

見交換を通じて、地域づくりを推進するためのセミナー 

連絡先 北海道市町村振興協会 
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